
　１．はじめに

　２０世紀は自動車の世紀であった１）。鉄道王国か

ら自動車王国への転換をいち早く遂げた米国では、

１９３０年代に自動車社会の素地が確立し、第二次大戦

後直ちに急速な自動車化が展開した２）。日本の諸

都市も、戦後の高度成長期以降、米国に見られた自

動車化と郊外化の流れに追従した３）。路面電車は

バスに置き換えられ、そのバスも自動車の普及と道

路混雑のため機能せず、利用者減少と運賃値上の悪

循環に陥っている。日本の自動車保有台数は１９９６年

現在で１，０００人当り３７３台で、米国の５１８台には及ば

ないものの、欧州諸国の水準にある４）。

　世界的に見ると、自動車総台数は人口の増加を遥

かに凌ぐ率で増え続けている。１９５０年に人口１００人

当り約２台であったものが、１９９４年には約１０台へと

激増し、飽和の兆しは全く見えない５）。大都市圏

では自動車が本来持っていた利便性が交通混雑のた

め相殺され、大気汚染をはじめとする諸問題が誰の

目にも明らかとなると同時に、施設拡充により問題

を解決することが物理的、財政的、政治的にきわめ

て困難かつ非効率的となりつつある。

　このように交通計画の文脈が変化するとともに、

交通分析手法に要請されるものは根本的に異なった

ものとなった。これまでの交通需要解析の中心的手

法であった四段階推定法は本来施設拡充のためのも
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　交通需要予測の代表的な手法である四段階推定法は、交通が環境に及ぼす影響の解析手

法としてはきわめて不十分なものである。特に時間軸の欠落のため、得られる道路網上の

自動車交通量の推定値は信頼度が低く、汚染物質の排出量や騒音・振動の推定値は不正確

なものとなる。本稿では、自動車からの汚染物質の排出に主眼を置き、環境影響の解析に

必要となる要件を明らかにし、新たなアプローチとして、個人の活動とネットワーク上の

交通流のシミュレーションモデル系を提案する。
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のであり、環境への影響把握、政策評価に適用する

にはきわめて不十分なものである。四段階推定法が

孕む問題のうち、ＴＤＭなどの交通施策評価に関す

るものについては以前拙稿６）で論じている。そこで

本稿では、自動車交通に焦点を絞り、汚染物質排出、

騒音などを高い精度で推定し、環境への影響を的確

に把握するためには、交通分析手法に何が必要とさ

れるかを考えたい。

　２．自動車交通が環境に与える影響

　交通が環境に与える影響は景観や生態系など、き

わめて幅広いものを含むが、　本稿では地球温暖化

ガスを含む汚染物質排出、騒音などの狭い範囲のも

のに限定する。騒音・振動については、自動車のみ

ならず超高速鉄道が深刻な発生源である。また、鉄

道、バスなどの公共交通機関も環境問題に寄与する。

しかし、周知のように旅客人キロあるいは貨物トン

キロ当りのエネルギー消費や汚染物質の排出量は自

動車において最も高い。また、社会的に適正な水準

を超える自動車の利用に伴う公共交通利用の低下が、

さらなる道路混雑を招くとともに公共交通機関の効

率性を阻害しているという側面がある７）。これらの

点から、本稿では都市内交通を念頭に置き、自動車

交通に議論の的を絞る。

　まず、自動車による汚染物質排出の特性を、雑駁

ではあるが、概観することとしよう。一口に汚染物

質といっても、環境、人体に異なった影響を与える

物質が多種あり、車輌からの排出特性も異なる。二

酸化炭素（ＣＯ２）は主要な温室効果ガスで、日本で

は運輸部門の排出量は全体の約２０％である８）。窒素

酸化物（ＮＯＸ）は呼吸器に悪影響を与えるとともに、

硫黄酸化物（ＳＯＸ）と共に酸性雨の原因物質とされ

る。また、光化学反応によりオゾン（Ｏ３）などの有

害な酸化体となる９）。ＮＯはオゾンによりＮＯ２となる

が、この反応には太陽紫外線強度が影響を与える。

したがって光化学反応を孕む大気汚染に関しては

ＮＯＸ等の化学物質の時刻別排出量を知ることが重要

となる。

　これらの排出物は大気中に拡散し環境に影響を及

ぼすが、大半が自動車から排出される一酸化炭素

（ＣＯ）は、交通量の多い交差点などでの局地的集中

が問題となる。炭化水素（ＨＣ）は、基本的には燃焼

していない石油で、多種の化学物質を含んでいるが、

ベンゼンなどのアルデハイドが最も有毒である。浮

遊粒子状物質（ＳＰＭ）は気道や肺胞に沈着し、健康

を阻害する１０）。これらの物質は、時間的、空間的

な集中濃度が問題となる。

　一口に自動車と言っても、排出物質により、また

重量やエンジンの種類により、その排出特性は異な

る。例えば主要な温室効果ガスであるＣＯ２の場合、

ディーゼル乗用車の方がガソリン乗用車より排出量

が平均約１３％少ない１１）。一般に、ディーゼル・エ

ンジンはＣＯ、ＣＯ２、ＨＣについて優れているが、

ＳＰＭとＮＯＸの排出に関してガソリン・エンジンに劣

るとされる１０，１２）。

　自動車の走行状態とこれら汚染物質の排出との関

係について見ると、ＣＯ２の場合ディーゼル貨物車か

らのトン－キロ当りの排出量は、平均車速が７０ｋｍ

／ｈ付近で最小となり、速度低下に伴い著しく増加

する。さらに急発進や急加速が排出量に大きく影響

を与えることも知られている１１）。ＮＯＸについても、

ディーゼル貨物車、バスなどの場合６０ｋｍ／ｈ付近で

最小となり、高速での増加が著しい。ガソリン・エ

ンジンの場合には、ＮＯＸ排出量が速度ともに増加

し１０，１３）、ＣＯやＨＣの排出は速度に伴い減少する１０）。

また、ＣＯ２と同様、エンジンに強い負荷のかかる加

速状態でＮＯＸ排出量が増加する１１）。ＳＰＭの排出状

況についてはデータが不足しているが、発進時に排

出量が増大することが知られている１１）。最後にな

るが、騒音については、個別車輌からの騒音は速度

と共に増大すること、また総騒音量は交通量と共に

増大ことが知られている１４）。

　３．交通分析手法に必要とされるもの

　以上に見たように、自動車の排出物が環境と人体

に与える影響とそのメカニズムは多岐多様である。

また汚染物質の排出は、自動車の走行状態、車輌の

整備状況などとも複雑に関係している。環境への影

響を把握するためには、気象学的観点を別にして、

　　車種、重量、燃料・エンジンの種類

　　走行速度

　　加速減速

　　走行時刻

についての情報が必要とされることは明らかであろ

う。

　四段階推定法に代表されるこれまでの交通需要予

測法は、施設計画の支援を念頭に開発されてきたこ

ともあり、自動車交通が環境に与える影響を的確に

評価するのに適したものではない。特に問題となる

のが、四段階推定法は、交通量の時間的変化を予測

Ｊｕｎｅ，２００１ＩＡＴＳＳ　Ｒｅｖｉｅｗ　Ｖｏｌ．２６，Ｎｏ．３ （　）４７
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する構造を持っておらず、一日ＯＤ交通量のみが出

力として得られるに過ぎないという点である。観測

リンク交通量に基づく動的ＯＤ交通量の推定法が研

究されてきたが１５，１６）、これらは動的交通量の予測

に適用し得るものではない。

　したがってこれまでに採られてきた方法は、仮定

あるいは経験則に基づき日交通量から時間交通量を

割り出し、交通量配分に用いるというものであ

る１７）。最も一般的には、一日交通量を単純に時間

交通量に直し、分割配分あるいは均衡配分が行われ

ている。しかし人々の行動には時間的規則性があり、

それに伴い交通流にも時間的規則性が存在すること

は誰の目にも明らかであろう。環境への影響を把握

するためにはより精度の高い交通流特性の推定が必

要となり、そのためにはより精度の高い動的ＯＤ交

通量の推定が不可欠である。これがなされてはじめ

て、これまでに積み上げられてきた動的配分手法の

成果１８～２１）の適用が可能となろう。

　これに加え、速度をはじめとする交通流特性の推

定に際して肝要なのが渋滞の発生および延伸の予測

であろう。これについても異なった視点からの研究

が積み重ねられてきた２２～２４）。大規模ネットワー

クへの実用的な適用に向けて、これら手法の実用化

が急務である。

　次に、道路交通量の予測値が与えられたとして、

どのように環境への影響を推定するかという課題に

移りたい。道路線形に加え、車輌の特性および加速

減速などの走行状態のプロファイルが与えられたと

き、燃料消費量を高い精度で推定することは可能で

あるし、各種の汚染物質の排出量を推定することも

不可能ではないであろう。とすれば、微視的に車輌

の挙動を再現することが排出量推定のために必要と

も考えられる。

　この発想から開発されたのが米国で連邦道路局な

どにより開発されているＴＲＡＮＳＩＭＳで、大規模ネ

ットワーク上で個々の車輌の追従挙動を再現しよう

とするものである２５）。しかし実際には、ｃｅｌｌｕｌａｒ 

ａｕｔｏｍａｔａの適用により車輌の追従挙動を記述して

いるため、速度は離散的にごく粗く近似されており、

汚染物質排出量の算定に耐え得る精度を持つもので

はない。このことは、現在の計算技術をもってして

も、都市圏レベルで微視的に車輌の挙動を再現する

ことにより環境への影響を推定することは非実用的

であることを示唆している。さらに、このような微

視的な解析により都市圏レベルでの環境への影響を

把握しようとすることが効率的であるとも考えられ

ないし、おそらく必要でもないであろう。

　環境への影響の推定にあたり、道路交通によるエ

ネルギー消費、汚染物質排出、さらには騒音・振動

を、交通解析手法が提供し得る情報に基づき、如何

に正確かつ効率的に予測するかが、中心的な課題と

なる。これまでネットワーク解析から得られる情報

は交通量と平均走行速度として集約されてきたが、

環境への影響を把握するためにはこれらに加え、各

リンク毎に時間帯別車種構成が不可欠で、車種別交

通量配分が必要となる。また、車輌間の速度分散の

指標、および速度の変動を表す指標が望まれる。こ

れらの変数を用い、エネルギー消費、汚染物質排出、

騒音・振動などの予測モデルを、実験や観測データ

に基づき統計的に構築していくことが必要とされる。

　ここで注意しなければならないのは、実証的に求

められた汚染物質排出量のモデルは、個々の車輌の

測定値に基づくことが多く、また、速度についての

非線型関数であるという点である。このような非線

型モデルに平均走行速度を代入し、交通量を乗じる

ことにより総排出量を推定することは、多大の推定

誤差につながり得る。交通流からの総排出量を集約

的に求める際には、モデルの非線型性および車輌間

の速度のばらつきを考慮することが不可欠である。

この意味で車輌間の速度の分散指標が重要となる。

　汚染物質排出量や騒音・振動の推定の精度向上の

ために時刻別の交通量の推定が重要となるが、この

ことはＣＯの集中（いわゆる“ｈｏｔ ｓｐｏｔ”）や光化学反

応による大気汚染の推定にあたってきわめて重要で

ある。また、触媒コンバーターを登載した車輌の場

合、エンジンが冷えた状態（エンジン停止後１時間

以上）で始動した場合（ｃｏｌｄ ｓｔａｒｔ）、エンジンが冷め

切っていない状態での再始動（ｈｏｔ ｓｔａｒｔ）に比べ多大

の汚染物質が排出される１７）。さらに、エンジン停

止後の冷却期間にも汚染物質が排出される（ｈｏｔ 

ｓｏａｋ）。自動車交通量の時間的変動を捉えるため

のみならず、これらの諸現象を反映する形で汚染物

質排出の時間、空間的分布を推定し、環境への影響

を評価するためにも、各々のトリップの開始・終了

時刻の予測が重要となる。交通の環境への影響を解

析するに当たって、トリップの時刻属性の予測がき

わめて重要となることを強調したい。

　既に述べたように汚染物質排出特性は車種によっ

て異なる。環境への影響を把握するに際しては、こ

れまでのように車体のタイプのみならず、動力のタ
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イプや燃料に基づいて車種を定義することが必要と

なる。今後、天然ガス車、ハイブリッド電気自動車、

電気自動車、あるいは燃料電池車などが普及すると

期待されるが、汚染物質排出特性を適切に表し得る

車種の定義が肝要である。さらに、これまで実務レ

ベルでの世帯の自動車保有の予測は保有台数のみを

考慮してきたが、微視的な解析の場合は世帯の車種

選択を、集計的なアプローチを採る場合には車種構

成を予測することが極めて重要となる。また、低公

害車の普及を加速させることを目的とした施策の有

効性を評価し得る手法の開発、適用が重要となろう。

これらの課題を視野に収めた世帯の自動車保有行動

の解析とモデル化が進展しつつある２６～２８）。

　最後に物流交通の需要予測に触れたい。ディーゼ

ル・エンジンからのＳＰＭやＮＯＸの排出が沿道住民の

健康に与える影響が明らかとなり、ディーゼル車の

規制、経路誘導が検討されているが、物流交通生成

のメカニズムは複雑で、データの整備およびモデル

の開発は、人流に比べ遅れているといわざるをえな

い。同様の事が業務交通についても言える。その一

方で「ＩＴ革命」は製造、流通、販売の全てにおいて、

交通生成のメカニズムを根本的に変えつつある。物

流・業務交通生成のメカニズムの行動学的解析とモ

デルの開発が急務といえよう。また、業務部門での

自動車保有、車種選択の解析とモデル化も必要とさ

れている。

　４．新しいアプローチ

　環境への影響を把握することが主目的である場合

に有効となる交通流の再現手法はシミュレーション

であろう２９～３１）。交通流のシミュレーションモデ

ルは、各々の車輌の挙動がどう再現されているかに

より、ミクロなものとマクロなものに大別される。

前者は個々の車輌の挙動を個別に再現するもの、後

者は一群の車輌の平均的挙動を流体モデルなどを用

い集約的に表現するものである。前者を適切な排出

モデルと組み合わせることにより、混雑した交差点

でのＣＯの排出や、高速道路合流部の改良あるいは

ＥＴＣの導入に伴う汚染物質排出量の変化などを解

析することが可能となる。

　ミクロなものであれマクロなものであれ、シミュ

レーションの大きな利点の一つは時間軸を解析に明

示的に導入できるという点にあろう。シミュレーシ

ョンでは個々のトリップあるいはトリップ群が生成

する度にそれをネットワークに流入させることが可

能である。さらにミクロな解析の場合は、トリップ

の開始から終了に至るまでの車輌の速度、加速減速

などの詳細を時間軸に沿って再現することが可能で、

きわめて精度の高い汚染物質排出の推定が可能とな

る。これに加え、個別経路誘導などのＩＴＳ施策や、

道路料金などのＴＤＭ施策への運転者の対応行動を

モデルに組み込むことが容易で、幅広い政策評価の

可能性を持つ解析法ということができる。

　このようなシミュレーションモデルと、個人によ

る交通生成を時間軸に沿って再現するモデルを組み

合わせることにより、広域ネットワーク上の交通流

を再現し、ＣＯ２や汚染物質の排出を推定することが

可能となる。このような解析の事例として、ここで

はＰＣＡＴＳと呼ばれる個人の交通行動のシミュレー

タと、ＤＥＢＮｅｔＳと呼ばれる動的ネットワークシミ

ュレータを組み合わせたモデル系を解説したい。

　人間の活動には、時間・空間的に制約されたもの

と、そのような制約を受けないものとがある。これ

ら二種の活動により、活動が先決されている拘束時

間帯と、恣意的に活動を選択できる自由時間帯に、

一日が分割されると考えよう。ＰＣＡＴＳ（Ｐｒｉｓｍ-

Ｃｏｎｓｔｒａｉｎｅｄ Ａｃｔｉｖｉｔｙ-Ｔｒａｖｅｌ Ｓｉｍｕｌａｔｏｒ）は、拘束

的活動が与えられたとして、移動に対する時間・空

間的な制約、私的交通手段の利用可能性などを明示

的に考慮しつつ、自由時間帯内での個人の交通行動

を再現するものである。

　ＰＣＡＴＳは逐次的構造を持ち、個々人のトリップ

を時間軸に沿って順次生成する。モデル要素として

は、次にどのような活動が営まれるかを決定する活

動選択モデル、活動時間モデル、目的地・交通手段

選択モデルが含まれる。これらモデルは京阪神パー

ソントリップ（ＰＴ）データなどの観測値に基づき推

定されている。活動選択モデルは、個人の属性に加

え、時刻、残余自由時間などの関数として諸活動の

選択確率を算定し、次の自由活動を確率的に決定す

る。次に活動時間が時刻などを与件として確率的に

決定される。これを受けて諸々の制約条件下で目的

地ゾーン、交通手段がシミュレートされる。詳細に

ついては文献３２）、３３）を参照されたい。なお、

ＰＣＡＴＳのサブモデルで入力として用いられた自動

車ＯＤ所要時間と、以下に述べるＤＥＢＮｅｔＳの出力と

して得られるＯＤ所要時間は一般に一致しないため、

モデル系の適用に際してはＰＣＡＴＳとＤＥＢＮｅｔＳを繰

り返し援用し、収束計算を行っている。

　ＤＥＢＮｅｔＳ（Ｄｙｎａｍｉｃ Ｅｖｅｎｔ-Ｂａｓｅｄ Ｎｅｔｗｏｒｋ 
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Ｓｉｍｕｌａｔｏｒ）は、ＰＣＡＴＳにより生成される自動車ト

リップを、時間軸に沿って順次広域ネットワークに

導入し、交通流の再現を計るものである。ネットワ

ーク上のリンクは各々細かな区間に分割され、各々

の区間内では交通流は均一と仮定している。各車輌

が区間に流入した時点での区間の交通密度に基づき

走行速度を定め、その区間からの流出時刻を定めて

いる。各車輌は最短経路を選択するものとし、分岐

点となる各ノードで、一定間隔で更新される経路走

行時間に基づき経路選択がなされている。詳細につ

いては文献３４）を参照されたい。

　このように、ＤＥＢＮｅｔＳは各車両の走行状態を、

加速減速も含めミクロに再現するものではない。以

下に述べる適用例では、ＣＯ２の排出量を平均走行速

度の関数として表すモデルにＤＥＢＮｅｔＳから得られ

るリンク内の区間平均走行速度を代入、得られた

ＣＯ２排出量に区間交通量を乗じ単位時間当りの区間

排出量を求め、されにこれらをネットワーク上の全

区間について集計することにより、単位時間当りの

総ＣＯ２排出量を求めている。したがって、加速減速

の影響は排出量関数により間接的に反映されている

と考えることができる。しかし、交通流内での車輌

間の速度分散は考慮されておらず、これによる誤差

がどの程度のものか、さらなる検討が必要とされる。

　ＰＣＡＴＳとＤＥＢＮｅｔＳを統合したシミュレーション

系は、これまでに京都市３５）、大阪市３６）および豊田

市３７）に適用されてきた。京都市の適用例では、同

市で１９９７年に開かれた地球温暖化世界会議（ＣＯＰ３）

に向けて、同市の数値目標策定の一助として、交通

制御施策のＣＯ２排出削減効果を推定することを目的

にシミュレーションがなされた。大阪市の適用例は、

交通施設整備・運営政策の長期的評価を目的とする

もので、自動車交通優先政策、自動車抑制・公共交

通優先政策、自動車・公共交併存型政策の下でシナ

リオを作成、２０２０年までシミュレーションを遂行し

た。この適用例では、諸非集計モデルの入力となる

世帯属性の将来値を世帯レベルで予測するため、世

帯属性のシミュレータを開発、適用している３８）。

豊田市での適用例はＴＤＭ諸施策の評価を目的とし

ている。

　これらの適用例から、モデルの現況再現性を示す

結果をかいつまんで紹介したい。ＰＣＡＴＳ／

ＤＥＢＮｅｔＳに含まれる諸モデルには完成に向け継続

的に改良が加えられている段階で、以下に示す結果

の中にはモデルの不完全性を示すものも含まれてい

る。人間行動やネットワーク上の交通流の挙動をモ

デル化するに当たっての問題点を提示するものとし

て解釈していただければ幸いである。

　Fig.1は大阪市への適用事例から、ＰＣＡＴＳにより

推定されたトリップ開始時刻の分布と、１９９０年に実

施された第三回京阪神ＰＴ調査データから得られた

実測値の分布を、就業者について比較したものであ

る。両者の適合度は高く、ＰＣＡＴＳが就業者による

交通生成を時間軸上で良好に再現していることが分

かる。これに比べて、Fig.2に見られる非就業者（学

生を含む）の分布の適合度は低い。自明のことでは

あるが、就業時間により活動が制約されている就業

者に比べ、より自由度が高い活動パターンを持つ非

就業者の活動を予測することは、より困難であるこ
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出典）参考文献３６）。
Fig.1　トリップ生成量の時間軸上での分布：就業者について

のシミュレーション結果と観測値の比較
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とをこの結果は示している。トリップ生成時刻は主

として活動選択モデルと活動時間モデルにより決定

されるが、これらモデルの非就業者についての適合

度をより詳細に検討することが必要である。また、

午前９時から午後２時にかけて乖離が特に大きいが、

これは非就業者による一日の最初のトリップの生成

時刻推定に誤差があるためと考えられ、最も早い可

能出発時刻の推定誤差が一因と考えられる。これに

ついてはより精緻なモデルが開発されつつある３９）。

　集中トリップ数を比較したのがFig.3とFig.4であ

る。ＰＣＡＴＳにより集中トリップ数が概ね良好に再

現されているが、大阪市への集中トリップが過少に、

その他の地域へのトリップが過大に推定されている

ことが分かる。また、交通手段選択では、自動車が

過大に、公共交通が過少に推定されている（Fig.5）。

この適用例では、就業者、学生、非就業者の三グル

ープの各々に特化して目的地・交通手段選択モデル

が同定されているが、各々のグループでは単一のモ

デルが全てのトリップ目的に適用されている．上述

の問題点は，目的別に目的地・交通手段選択モデル

を推定することにより解決されると期待される。

　現行のＤＥＢＮｅｔＳは、経路選択に際して単一の時

間価値（７６円／分）を用い道路料金を時間に換算し、

最短経路探索により有料道路の利用を決定するとい

う方法を採っている。このため高速道路の利用が過

小に推定されるという結果となった。運転者の行動

により忠実な経路選択原理を導入することが必須と

考えられるが、暫定的な措置として、交通量に基づ

きネットワークのパラメータを調整し、現況再現性

の向上を図った４０）。Fig.6に観測リンク交通量と推

定交通量をプロットしたものを示す。観測交通量と

推定交通量間の相関係数は０．７２で良好な結果といえ

る。また、平均走行時間は現況を正確に再現するも

のとなっている。ただし、交通流が大きなリンクで

交通量が過小に推定される傾向が未だ見られる。な

お、推定交通量が０となっているリンクがいくつか

見られるが、これはネットワークコーディング上の

問題によるものと考えられる。

　最後にＣＯ２削減に関する結果をFig.7に示す。上述

のように、ＣＯ２の排出量は平均走行速度とＣＯ２排出

量との関係を示すモデルに、ＤＥＢＮｅｔＳより得られ

る走行速度を車種別に代入することにより求められ

ている。この京都市の事例では、１９９０年のＰＴ調査

から得られた京都市民２１，４５８標本、および京都に立

ち寄った個人８，２４６標本、計２９，７０４標本を用い

ＰＣＡＴＳによるシミュレーションを行い、これを拡
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大し（１，４３４，６００人に相当）生成されたトリップを

ＤＥＢＮｅｔＳに導入している。検討された交通制御施

策は、①京都市の都心部を取り巻く延長約２３ｋｍの

路面電車（ＬＲＴ）を導入、②都心部（約１．８ｋｍ×１．６

ｋｍ）での駐車賦課金の導入、および③自動車の都心

部流入規制、である。シミュレーション結果は、こ

れら施策に伴う交通手段利用や目的地の変化のみな

らず、トリップ生成量の変化、さらにはトリップチ

ェインのパターンの変化などを反映するものとなっ

ている。

　ＰＣＡＴＳ／ＤＥＢＮｅｔＳを適用し、京都市全体での

ＣＯ２排出量を推定した結果、都心部における５００円

あるいは１，０００円の駐車賦課金は、ＣＯ２削減にさほ

ど効果を持たないが、ＬＲＴの導入と都心部への自

動車流入規制は共に自動車分担率の減少をもたらし、

より大きなＣＯ２削減をもたらすことが示された。特

に、約２．９ｋｍ２と都市圏全体から見ると小さな地域で

あるが、都心部への自動車流入規制で大幅なＣＯ２排

出の削減が可能であることが示されている。ここで

の解析はパーク＆ライドや、規制地区外で駐車し徒

歩で最終目的地に向かうといった対応行動を考慮し

ておらず、暫定的なものといわざるを得ない。しか

しながら、時刻別に動的に推定された交通量に基づ

きＣＯ２の排出量が推定されていること、また、目的

地や交通手段選択にとどまらず、トリップチェイニ

ングなどの一日の交通行動全体に交通施策が及ぼす

影響を把握したものであること、という二点におい

て、四段階推定法に代表される従来の解析法の弱点

を克服するものと考えられる。

　５．おわりに

　これまでの交通需要予測、施策分析の中心的な手

法であった四段階推定法は、交通が環境に及ぼす影

響の解析手法としてはきわめて不十分なものである。

特に時間軸の欠落のため、この手法により得られる

道路網上の自動車交通量の推定値は信頼度の低いも

のでしかありえない。結果として、走行速度などの

交通流特性の推定の精度が低下し、汚染物質の排出

量や騒音・振動の推定値は不正確なものとならざる

を得ない。

　本稿では、環境影響の解析に必要となる要件を明

らかとし、それらを満たすものとして個人の活動と

ネットワーク上の交通流のシミュレーションモデル

系を提案した。これは交通需要予測、政策分析にお

ける斬新な試みであり、改良すべき点を多々含んで

いる。しかし、このようなアプローチが必要とされ

ていることは理論的に明白であると同時に、本稿で

紹介した事例は、トリップの生成を時間軸を追って

再現し、ネットワーク流を動的にシミュレートする

ことが実用的な交通分析手法であることを示すもの

である。このような新たな手法が今後より幅広く適

用され、より精緻な需要予測、環境影響の把握、政

策分析がなされることを期待する次第である。
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